
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成 21 年 5 月 21 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究成果の概要：平成 2004 年度に無作為化比較対照研究による生活習慣の介入を行い、介

入群は対照群と比較して、歩数の増加と黄緑色野菜の増加を認められた。これらの対象を 2年

間追跡し、医療費の指標を比較した。ベースラインと 1年後のデータが揃っていた 87 名を対

象とし、介入前 2年間と介入後 2年間の比較を介入群と対照群で行った。入院件数、外来件数、

歯科件数、入院日数、外来日数、歯科日数、入院医療費、外来医療費、歯科医療費、処方医療

費、総医療費において両群に有意な差を認めなかった。 

 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,400,000 0 1,400,000 

2007 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

2008 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

年度  

  年度  

総 計 3,400,000 600,000 4,000,000 

 
 
研究分野：医歯薬学 
科研費の分科・細目：公衆衛生学・健康科学 
キーワード：生活習慣病、国民健康保険、高血圧、無作為化比較対照研究、医療費、糖尿病 
 
１．研究開始当初の背景 
 医療費の伸びに対するコントロールは、先
進各国共通の課題である。わが国においては、
地域医療計画に代表される提供量の規制、自
己負担の増加、診療報酬点数の操作が用いら
れてきたが、医療の質が担保されないという
問題も指摘されてきた。 

2006 年度に生活習慣病が全死因に占めた
割合は約６割であり、総医療費 33 兆円の多
くの割合を費やしている。このため、わが国
でも疾病管理による医療費のコントロール
が模索されてきており、第一期医療費適正化

計画（2008-2012 年）の一つとして 2008 年
4 月よりメタボリックシンドロームに焦点を
絞った特定健康診査及び特定保健指導(以下
｢特定健診・保健指導｣と略す)の実施が保険者
へ義務付けられた。この事業では、糖尿病等
の生活習慣病の有病者・予備群の減少という
観点から、腹囲と BMI に則った肥満度を基
本に、血糖、脂質、血圧、喫煙有無の面から
リスク加算をし、リスク度に応じた保健指導
の介入を 40 歳以上の被保険者を対象に行わ
れることが義務づけられた。 
保健事業と医療費との関連については、老
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人保健事業に医療費減少効果があるとする
実証例のレビューや、健康診断を受けている
人ほど疾病率が低く入院期間も短いという
結果が報告されている一方で、生活習慣病対
策に持続的延命効果があるとすれば長期的
には累積医療費は増加する可能性が高いと
した、オランダの禁煙プログラムのケースに
基づく否定的な見解もある。また、医療費予
測のためには健診結果を長期間継続的に観
察することが重要であるとする報告や、保健
事業の医療費への影響は保健事業のコスト
との関係において検討すべきとの指摘もな
されている。また、保健事業費と医療費は負
の関係にあり、保健事業費の増大により医療
費が低減される可能性が示唆されている。し
かしながら、無作為化比較対照研究で、医療
費の効果を明らかにした報告はほとんどな
い。 
 
２．研究の目的 
 我々は、平成 2004 年度に無作為化比較対
照研究で生活習慣の介入を行い、介入群で歩
数の増加と黄緑色野菜の増加を認められた。
これらの対象を 2年間追跡し、生活習慣の改
善が医療費に影響を与えるかを評価するも
のである。 
 
３．研究の方法 
 本研究の対象は、福岡県宇美町で行われた
生活習慣病予防事業の参加者のレセプト情
報である。この予防事業は、当該自治体にお
ける平成 15 年度健診結果で血圧又は血糖に
関して要指導となった人（収縮期血圧
130-159mmHg、拡張期血圧 85-99mmHg、
HbA1c5.6%以上）のうち、医療機関の管理下
にない人に参加を呼びかけ、運動習慣と食生
活の介入を行うものであった。対象者は 99
名（男性 42 名、女性 57 名）であり、無作為
抽出法により介入 A群 50 名、介入 B群 49 名
に割り付けた。ベースライン時の対象者は、
介入群男性 21人(42.0%)、女性 29人(58.0%)、
全体 50人(100.0%)、対照群男性 21人(42.9%)、
女性 28 人(57.1%)、全体 49 人(100.0%)であ
った。平均年齢は介入群男性 65.2 歳、女性
63.6 歳、全体 64.3 歳、対照群男性 63.4 歳、
女性 65.3 歳、全体 64.5 歳であった。 

介入群には、参加者自身の内発的動機づけ
を尊重し、個々が設定した目標の達成を目指
すことで行動変容を図る新しい健康支援法
である。個々の目標設定には、健康運動指導
士、栄養士、保健師がチーム体制を取り、多
角的視野で運動習慣と食生活の改善支援を
行った。このプログラムでは、①最終目標や
行動優先度は参加者の意思を尊重、②支援者
は管理栄養士、健康運動指導士、保健師のチ
ーム支援とし、多角的視野で提案、③提案は
禁止、がまんさせるのではなく、何かを勧め

ることとする、④支援場所は原則として、参
加者の生活の場である自宅及びその周辺と
した。本人の行動変容に関する提案では、歩
数に関する行動変容モデルによる身体活動
量の増加と野菜摂取に関する行動変容モデ
ルによる野菜摂取増加を中心とした。支援の
道具として、トランプ大の大きさの提案内容
を描いたチャレンジカードを使い実行でき
そうなカードを選択してもらった。追跡調査
での支援は提案の達成度を考慮した。介入期
間に 2回ほど訪問を行い、提案が達成されて
いる人に対しては、新たな提案が可能である
のか否か確認し、可能であれば新たに提案し、
精一杯であれば現状維持とした。提案が達成
されつつある人に対しては、期限を決めて後
日確認した。提案に取り組んでいない人に対
しては、実行できていない理由の確認とその
解決策の提案、もしくは、提案の変更を行っ
た。提案が適切でなかった人に対しては、提
案の変更を行った。対照群には、個人への健
診結果説明、運動指導、パンフレット等の広
報媒体を用いた支援であり、地域保健事業に
おいて一般的に頻用されている患者教育方
法である。介入は H16 年 8月から H16 年 12
月にかけて 4ヶ月間行った。  
ベースラインと 1年後のデータが揃ってい

た 87 名を対象とし、介入時と介入 1年後の
比較を介入群と対照群で行った。検討した項
目は、性構成、年齢構成、疾病構成、1日歩
数、野菜摂取、緑黄色野菜摂取、総エネルギ
ー演算量、体重、BMI、WHR、収縮期血圧、拡
張期血圧、総コレステロール、中性脂肪、HDL
コレステロール、LDL コレステロール、ヘモ
グロビン A1c、HQ30 を選択した。 
１日平均歩数は、ベースライン、12 ヵ月後

それぞれ、介入群では 7,345 歩、10,373 歩で
あり、有意に増加していた。対照群ではそれ
ぞれ 7,196 歩、6,815 歩であり、有意な変化
は認められなかった。介入前後の平均 1日歩
数の差は、介入群と対照群との間に有意差を
認めた。介入群の緑黄色野菜を「毎食 or よ
く食べる」、「1 日 1 回以下 or 食べない」は、
ベースラインがそれぞれ、16 人（34.8%）、30
人（65.2%）、12 ヶ月後はそれぞれ、23 人
（50.0%）、23 人（50.0%）、対照群はベースラ
インがそれぞれ、12人（29.3%）、29人（70.7%）、
12 ヶ月後はそれぞれ、12 人（29.3％）、29 人
（70.7％）であった。12 ヶ月後の介入群と対
照群の分布において統計的な有意差が認め
られた。しかしながら、他の指標では有意な
差は認めなかった。 
全参加者 87 名を対象とし、2002 年度と

2003 年度の医療費の指標の平均値を介入前
の値、2005 年度と 2006 年度の医療費の指標
の平均値を介入後の値とし、介入群と対照群
で比較した。医療費の指標は、入院件数、外
来件数、歯科件数、入院日数、外来日数、歯



 

 

科日数、入院医療費、外来医療費、歯科医療
費、処方医療費、総医療費とした。 

 
４．研究成果 
 分析対象者の介入群男性 21 人(45.7%)、女
性 25 人(54.3%)、全体 46 人(100.0%)、対照
群男性 15 人(36.6%)、女性 26 人(63.4%)、全
体 41 人(100.0%)であった。分布に差は認め
なかった。平均年齢は介入群では、男性 65.2
歳、女性 63.6 歳、全体 64.3 歳、対照群では、
男性 63.2 歳、女性 65.0 歳、全体 64.3 歳で
あった。 

入院件数は、介入前は、介入群が 0.1 件、
対照群が 0.0 件、介入後は、介入群が 0.1 件、
対照群が 0.1 件で、介入前後とも両群で有意
差を認めなかった。外来件数は、介入前は、
介入群が 6.6 件、対照群が 5.5 件、介入後は、
介入群が 10.7 件、対照群が 8.9 件で、介入
前後とも両群で有意差を認めなかった。歯科
件数は、介入前は、介入群が 1.3 件、対照群
が 1.3 件、介入後は、介入群が 2.8 件、対照
群が 1.9 件で、介入前後とも両群で有意差を
認めなかった。 

入院日数は、介入前は、介入群が 1.5 日、
対照群が 0.4 日、介入後は、介入群が 1.6 日、
対照群が 0.8 日で、介入前後とも両群で有意
差を認めなかった。外来日数は、介入前は、
介入群が 17.6 日、対照群が 13.9 日、介入後
は、介入群が 21.2 日、対照群が 18.6 日で有
意差を認めなかった。歯科日数は、介入前は、
介入群が 5.0 日、対照群が 4.4 日、介入後は、
介入群が 8.0 日、対照群が 7.3 日で、介入前
後とも両群で有意差を認めなかった。 

入院医療費は、介入前は、介入群が 23,088
円($210)、対照群が 18,879 円($172)、介入
後は、介入群が 48,469 円($441)、対照群が
43,643 円($397)で、介入前後とも両群で有意
差を認めなかった。外来医療費は、介入前は、
介入群が 85,456 円($777)、対照群が 59,447
円($540)、介入後は、介入群が 140,829 円
($1,280)、対照群が 89,680 円($815)で、介
入前後とも両群で有意差を認めなかった。歯
科医療費は、介入前は、介入群が 22,117 円
($201)、対照群が 24,804 円($225)、介入後
は、介入群が 39,499 円($359)、対照群が
33,261 円($302)で、介入前後とも両群で有意
差を認めなかった。処方医療費は、介入前は、
介入群が 5,402 円($49)、対照群が 5,314 円
($48)、介入後は、介入群が31,321円($285)、
対照群が 29,258 円($266)で、介入前後とも
両群で有意差を認めなかった。総医療費は、
介入前は、介入群が 136,062 円($1,237)、対
照群が 108,444 円($986)、介入後は、介入群
が 260,045 円($2,364)、対照群が 195,698 円
($1,779)で、介入前後とも両群で有意差を認
めなかった。 
これまで、日本における生活習慣病予防事

業の評価は、予算などの構造評価や健康教育
教室開催数などの事業実施量評価にとどま
り、過程評価や罹患率、死亡率、QOL、医療
費といった結果評価に関する報告は殆どな
されてこなかった。保健事業の目的は、保険
者の健康の保持増進であるが、中長期的には
医療費の抑制と保険財政の安定化が期待さ
れる。高齢化による医療費増加と経済低迷に
よる保険料収入減少により、財政的に困窮す
る保険者も多く、効率的な保健事業が求めら
れ続けているが、保健事業費とその最終的な
効果に関する報告もなされてこなかった。 
今回の研究は、無作為比較対照研究で行動

変容が起こった介入群と起こっていない対
照群で比較しており、画期的な研究であると
考えられる。介入プログラムは、対象者自ら
が達成できる目標を設定し、自己効力感を高
めることで、自立を促すライフ支援モデルを
基とした精神的健康度に配慮したプログラ
ムである。介入１年後の評価では、野菜・緑
黄色野菜摂取と運動の指標（１日平均歩数）
において、介入群と対照群で有意な差をもっ
て改善した報告がなさ、長期追跡での医療費
への影響が期待された。 
しかしながら、介入後は、入院件数、外来

件数、歯科件数、入院日数、外来日数、歯科
日数、入院医療費、外来医療費、歯科医療費、
処方医療費、総医療費は約２倍となり、介入
群と対照群で有意差は認められなかった。介
入後は、介入前に比べ３歳は年齢をとってお
り、加齢に伴い疾病の罹患は増え、医療費も
増加することは自然な現象であると言える。
しかしながら、両群で差を認めなかったこと
は介入の結果が医療費の削減にはつながら
なかったことを示唆している。この研究では、
介入群で歩数は増加し、野菜摂取は増加した
ものの、他の指標では介入群と対照群では差
を認めなかった。とりわけ摂取カロリーに差
がなかったことが問題であった可能性があ
る。 

2008 年度から保険者の義務として導入さ
れた「特定健診・特定保健指導事業」では、
保険者がより積極的に保健事業を体系的に
行うことと同時にその効果についての評価
も、構造、過程、結果の観点から行うことが
義務づけられた。これまでは、構造・事業実
施量評価にとどまっていたため、保健事業の
改善はなされてこなかったが、過程評価によ
り、プログラムの改善や質の維持、効率化を
図り、行動変容に関するステージモデルや意
識の変化、食生活や運動の変化といった影響
評価を得て、最終的に生活習慣病の減少や医
療費適正化の結果評価へ至ることが期待さ
れている。しかしながら、生活習慣病対策の
基本は、生活習慣の改善にある。人が健康の
ために良いとされる行動を自発的にとり、そ
れを維持し、新たな生活習慣とすることが必



 

 

要となる。しかし、長年に渡り形成された生
活習慣を改善し、長続きさせることはむずか
しい。 

公的資金の投入される保健事業では、費用
対効果の高い順に選択肢が取り込まれてい
るかについての検討が重要であると思われ
る。今回は介入後２年間の医療費指標のデー
タを解析対象としたが、生活習慣病における
医療費抑制効果を見るには更なる長期的な
追跡が必要であると考えられる。 
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